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１．教育・保育の量と提供体制の実績 

事業内容 
幼稚園、保育所、認定こども園及び地域型保育事業において、教育または

保育を提供する 

 

１号認定（教育利用：３歳～５歳）               （各年度４月１日現在） 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
希
望
者 

計画 Ａ 672人 684人 859人 871人 860人 745人 

実績 Ｂ 878人 860人 858人 734人 673人 697人 

提
供
体
制 

計画 Ｃ 940人 1,025人 1,153人 1,230人 1,120人 1,129人 

実績 Ｄ 1,093人 1,168人 1,149人 1,100人 1,048人 1,065人 

提供体制に 

対する利用希望者数 
Ｄ－Ｂ 215人 308人 291人 366人 375人 368人 

 

利用希望者、提供体制とも計画より少ない実績となったが、利用希望者の実績が提供体

制を下回っており、供給過剰となっている。 

 

２号認定（保育利用：３歳～５歳）              （各年度４月１日現在） 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
希
望
者 

計画 Ａ 736人 744人 734人 744人 735人 862人 

実績 Ｂ 645人 729人 773人 830人 853人 906人 

提
供
体
制 

計画 Ｃ 635人 750人 757人 769人 792人 858人 

実績 Ｄ 643人 757人 758人 798人 793人 856人 

提供体制に 

対する利用希望者数 
Ｄ－Ｂ △2人 28人 △15人 △32人 △60人 △50人 

 

利用希望者の実績値は前年度と比べて５３人増加し、９０６人となった。また、提供体

制では、夢の実保育園の開園等により、前年度の実績値と比べて６３人増加し、８５６人

となった。利用希望者の実績が提供体制を５０人上回っており、提供体制が不足している

が、定員の弾力化等により最終的な待機児童は１６人となった。 
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３号認定（保育利用：０歳～２歳）               （各年度４月１日現在） 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
希
望
者 

計画 Ａ 500人 481人 539人 523人 518人 618人 

実績 Ｂ 493人 565人 581人 551人 594人 587人 

提
供
体
制 

計画 Ｃ 418人 493人 486人 507人 535人 599人 

実績 Ｄ 421人 499人 503人 528人 553人 590人 

提供体制に 

対する利用希望者数 
Ｄ－Ｂ △72人 △66人 △78人 △23人 △41人 3人 

 

利用希望者の実績値は前年度と比べて７人減少し、５８７人となった。また、提供体制

では、夢の実保育園の開園等により、前年度の実績値と比べて３７人増加し、５９０人と

なった。 

利用希望者の実績が提供体制を下回っているため、提供体制は充足しているが、特定の

園を希望している児童等がいたため、最終的な待機児童は４６人となった。 
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２．地域子ども・子育て支援事業の提供体制の実績 

（１）利用者支援事業 

事業内容 
教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ 

相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する 

 

 
Ｈ30 年度 

Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

事
業
数 

計画 Ａ 3ケ所 3ケ所 3ケ所 3ケ所 3ケ所 3ケ所 

実績 Ｂ 3ケ所 3ケ所 3ケ所 3ケ所 3ケ所 3ケ所 

 

ぽっぽえん及び UP っぷでは、保育・子育てコンシェルジュを配置し基本型を、保健セ

ンターでは母子保健型の利用者支援事業を実施し、子育ての悩みや相談等個々のニーズに

あった支援を行った。 

 

（２）延長保育（時間外保育）事業 

事業内容 
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外の時間において、

認定こども園、保育所等で保育を実施する 

 

 
Ｈ30 年度 

Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
児
童 

計画 Ａ 496人 478人 598人 606人 599人 597人 

実績 Ｂ 559人 742人 699人 611人 614人 603人 

 

各保育所や認定こども園において、１時間又は２時間の延長保育事業を実施し、年間 

６０３人、延べ９，０９７人の利用があった。実績値が計画値を６人上回っているもの

の、各施設において円滑に事業が実施された。 
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（３）放課後児童健全育成事業 

事業内容 
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校就学児童について、放課後

に適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る 

 

（各年度４月１日現在） 

 
Ｈ30 年度 

Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
児
童
数 

計画 Ａ 818人 811人 852人 882人 882人 882人 

実績 Ｂ 729人 753人 811人 840人 842人 886人 

 

利用児童数の実績は、西放課後児童会等のクラスの増設と３つの民間放課後児童会との

連携により、前年度に比べ４４人の増加となり、実績値が計画値を４人上回った。なお、

地域間格差が顕著であり、東放課後児童会における待機児童数が年度当初は４７人となっ

たが、夏季休業期間中に「夏季限定・放課後の居場所づくり対応」事業を実施し、３０人

の希望者全員を受け入れた。 

 

（４）子育て短期支援事業 

事業内容 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に

困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ必要な保護やその

他の支援を行う 

 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
児
童 

計画 Ａ 47人 45人 45人 45人 45人 45人 

実績 Ｂ 0人 0人 0人 0人 0人 3人 

 

令和５年度は２世帯、３人の利用があった。また、希望者がより利用しやすくなるよう、

令和５年度から新たに委託施設を１か所確保した。 
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（５）乳児家庭全戸訪問事業 

事業内容 
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情

報提供や養育環境等の把握を行う 

 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

訪
問
家
庭 

計画 Ａ 416人 407人 500人 480人 480人 480人 

実績 Ｂ 450人 469人 408人 463人 405人 402人 

（注）実績は家庭数で算定しているため、多胎家庭は１人と算定している。 

 

助産師または保健師が、４０２人（里帰り出産家庭を含む）の家庭を訪問した。また、

訪問を通じて伴走型相談支援と経済的支援（給付金申請書の交付）を実施した。 

 

（６）養育支援訪問事業 

事業内容 
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指

導・助言等、その他必要な支援を行う 

 

 
Ｈ30 年度 

Ｈ31 年度 
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

訪
問
家
庭 

計画 Ａ 3人 3人 9人 10人 10人 10人 

実績 Ｂ 9人 1人 1人 5人 14人 9人 

 

市が認定する育児支援員が支援を希望する５世帯に延べ９回訪問し、相談の助言や養

育支援を行った。 
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（７）地域子育て支援拠点事業 

事業内容 
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについて

の相談、情報の提供、助言その他の援助を行う 

 

 Ｈ30 年

度 

Ｈ31 年度
（Ｒ元年度） 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

運
営
箇
所 

計画 Ａ 4ケ所 4ケ所 4ケ所 4ケ所 4ケ所 4ケ所 

実績 Ｂ 4ケ所 4ケ所 4ケ所 4ケ所 4ケ所 4ケ所 

 

ぽっぽえん、ＵＰっぷ、わんぱくプラザ（池尻保育園内）、子育てひろばくみのき（旧く

みの木幼稚園内）の４施設で地域の子育て家庭を支援した。 

 

（８）一時預かり事業 

事業内容 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児童を主に昼間、

認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において

一時的に預かり、必要な保育を行う 

 

◆幼稚園等における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

（実績は市内施設のみ） 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
（Ｒ元年度） 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
数 

計画 Ａ 22,003人 20,929人 13,359人 13,544人 13,383人 13,277人 

実績 Ｂ 6,687人 6,602人 11,759人 12,087人 12,611人 14,555人 

 

市内の幼稚園３園と認定こども園７園において、午後５時まで預かり保育事業を実施

した。利用実績は前年度より１，９４４人増加し、実績値が計画値を１，２７８人上回

った。なお、第２期計画（令和２年度～）から市内の私立認定こども園の利用実績も集

計に加えるよう見直している。 
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◆預かり保育以外の一時預かり  

 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
（Ｒ元年度） 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
者 

計画 Ａ 12,396人 12,165人 3,790人 3,731人 3,713人 3,671人 

実績 Ｂ 4,346人 4,319人 2,569人 2,180人 2,787人 1,704人 

 

保育所、認定こども園、地域子育て支援拠点において一時預かり事業を実施し、不定

期の就労や通院などの理由によって一時的に保育を必要とする保護者を支援した。利用

延べ人数は前年度に比べて１，０８３人の減少となった。 

 

（９）病児病後児保育事業 

 

事業内容 
病児・病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等におい

て、看護師等が一時的に保育する 

 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
者 

計画 Ａ 858人 827人 50人 50人 50人 50人 

実績 Ｂ 8人 14人 4人 9人 5人 12人 

 

１日あたり利用定員３人の事業を実施し、病後児の保育を行った。利用に当たっては

事前に医師の診断が必要なことや病児の受入れができないことから第２期計画より、提

供体制（計画数）を見直した。 
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（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

事業内容 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預

かり等の援助を受けることを希望する者と、当該援助を行うことを希望する

者との相互援助活動に関する連絡・調整を行う 

 

 

Ｈ30 年度 
Ｈ31 年度 
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

利
用
者 

計画 Ａ 270人 268人 150人 150人 150人 200人 

実績 Ｂ 223人 148人 99人 189人 177人 174人 

 

放課後児童会利用後の迎えや習い事等の送迎の利用が増加傾向にあり、定期的且つ長期

的に利用しているため、前年度とほぼ同数の利用実績となった。 

 

（11）妊婦健康診査 

事業内容 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康

状態の把握、検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中、適時必

要に応じた医学的検査を実施する 

 

 
Ｈ30 年度 

Ｈ31 年度
(Ｒ元年度) 

Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 

延
健
診
回
数 

計画 Ａ 5,824回 5,698回 6,100回 6,000回 6,000回 6,000回 

実績 Ｂ 5,887回 5,660回 5,375回 5,433回 5,093回 4,565回 

 

府内の指定医療機関において、妊婦１人当たり１４回（多胎妊婦は５回分追加）まで公

費負担による妊婦健康診査を実施した。延べ健診回数は４，５６５回で、妊娠届の減少に

伴い、前年度に比べて５２８回の減少となっている。 
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３．一般事業の実施状況について 

 

実施計画書に掲げる１９１事業のうち、令和５年度において新たに取り組んだ事業 

 

No. 事業名 事業内容 令和５年度実績 

21 

児童家庭相

談システム 

導入事業 

児童虐待対応件数の増加に伴

い、現在紙ベースとなってい

る児童虐待記録等を電子シス

テム化し、各種作業の効率化

と併せて、関係職員間の効果

的な情報共有により、相談支

援体制の強化を図ることを目

的として児童家庭相談システ

ムを導入する。 

2 月 1 日から、児童家庭相談

システムを稼働させ、健康推

進グループや教育指導グルー

プと情報共有が図れるように

なった。 

今後、さらに詳細な情報の閲

覧を可能とし、情報共有の迅

速化を図り、相談支援体制の

強化を図る。 

22 

ＡＩスクリ

ーニングシ

ステム導入

事業 

児童生徒の状況を学校管理職

や生徒指導担当、養護教諭、学

級担任、スクールソーシャル

ワーカーやスクールカウンセ

ラーなど色々な視点から把握

し、本システムに入力するこ

とで AI が個別の状況を出力

し必要な支援ができるように

スクリーニングシステムを導

入する。 

出力された内容を参考に学校

としての対応を検討し、子ど

もが学校生活を安心して過ご

せる環境を整備していく。 

各校において、毎学期に１回

スクリーニング会議・チーム

会議を実施した。会議では一

人も取り残さないという目的

にむけて、様々な視点からア

セスメントを行った。また、ス

クールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーなどの

参加、活用について全校で位

置づけることができた。 

95 

生殖補助医

療費等助成

事業 

不妊治療に係る費用負担の軽

減を図るため、保険適用され

た後の生殖補助医療費の自己

負担額の一部をはじめ、生殖

補助医療と併せて実施される

先進医療に係る費用について

もその一部を助成する。 

保険適用された後の生殖補助

医療費の自己負担額の一部を

はじめ、生殖補助医療と併せ

て実施される先進医療に係る

費用の一部についての助成制

度を創設し、不妊治療に係る

費用負担の軽減を図った。 

（申請数延べ 76 件） 
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115 

学校園一貫

ICT サービ

ス展開事業

（公立幼稚

園・公立認

定 こ ど も

園） 

市立認定こども園及び幼稚園

において、保護者と迅速に情

報共有ができる環境を整備す

るとともに、保護者の利便性

の向上を図るため、一貫した

連絡ツールシステムを導入す

る。 

子どもの安全安心を確保する

ために登校園等の管理システ

ムを、また事務の効率化を図

るため、職員の出退勤システ

ムを導入するとともに、諸経

費をキャッシュレス決済によ

り納付できるシステムを導入

し、保護者の利便性の向上を

図る。 

一般公募型プロポーザル方式

によりシステム導入事業者を

選定し、システムの導入を行

った。システム導入後は、市立

認定こども園及び幼稚園の職

員向けの説明会を行い、職員

の事務の効率化を図った。 

116 

学校園一貫

ＩＣＴサー

ビス展開事

業（放課後

児童会） 

放課後児童会において、保護

者の利便性向上を目的に、保

護者と迅速に情報共有ができ

る学校園共通の連絡ツールシ

ステムを導入する。 

児童の安全・安心を確保する

ため、登下校等管理システム

及び事務の効率化に資する職

員の出退勤管理システムを導

入する。 

保護者会諸経費をキャッシュ

レス決済により納付できるシ

ステムを導入する。 

一般公募型プロポーザル方式

によりシステム導入事業者を

選定し、導入した。導入後は、

職員がシステム運用に慣れる

ための操作説明研修会を実施

し、職員の出退勤管理システ

ムを稼働し事務の効率化を図

った。 

117 

民間放課後

児童会支援

事業 

コロナ禍における光熱費の高

騰と感染拡大防止策にかかる

光熱費の増加に鑑み、市内民

間放課後児童会に対して、そ

の経費増加分を補助すること

で、費用負担の軽減を図り、運

営の安定化を促進する。 

大阪狭山市民間放課後児童会

運営事業費補助金交付要綱を

改正した後、対象施設に対し、

制度周知を図った。 

物価高騰に起因する光熱費増

加への補助については増加し

た実績がなく、補助対象件数

は０件であった。 
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143 

がん患者等

医療用補正

具購入費助

成事業 

先天的あるいは事故などによ

り脱毛などが生じた 18 歳到

達年度までの人を対象に、医

療用ウィッグの購入費用の一

部を助成する。 

先天的あるいは事故などによ

り脱毛などが生じた 18 歳到

達年度までの人を対象に、医

療用ウィッグの購入費用の一

部を助成する制度を創設し、

購入費用負担の軽減を図っ

た。（申請数延べ 0 件） 

164 

学校園一貫

ＩＣＴサー

ビス展開事

業（小・中学

校） 

公立施設（幼稚園、こども園、

放課後児童会、小学校、中学

校）に連絡ツールシステムを

導入することで、保護者と迅

速に情報共有できる環境を構

築し、また幼稚園（こども園）

から中学校まで一貫したシス

テムを利用することで、併せ

て保護者の利便性を図る。 

各小・中学校において、保護者

と迅速に情報共有ができる環

境を整備するとともに、保護

者の利便性の向上を図るた

め、一貫した連絡ツールシス

テムと、児童の安全安心を確

保するために、登下校等の管

理システムを導入した。 

165 

市内幼稚園

等おむつ回

収・廃棄事

業 

市立認定こども園及び幼稚園

における保育教育中に排出さ

れた使用済みおむつについ

て、園にて回収・廃棄を行うた

めの環境整備（備品・消耗品の

購入）を行うことにより、衛生

環境を改善するとともに保護

者及び保育士等の負担を軽減

し、本市の子育て環境の向上

に努める。また、市内にある民

間の保育所、認定こども園及

び小規模保育施設に対して

も、おむつの回収・廃棄の実施

に要する経費に対する補助金

を交付する。 

市立認定こども園及び幼稚園

に関して、園にて使用済おむ

つの回収・廃棄を行うための

備品、消耗品を購入し、衛生環

境の改善と保護者及び保育士

の負担を軽減した。 

また、市内にある民間の保育

所・認定こども園等に対して

は、公立園と同様に、園にて使

用済おむつの回収・廃棄を行

うため、実施経費の補助を行

った。 
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166 

保育所・認

定こども園

等送迎用バ

ス安全装置

設置事業 

送迎バス等での子どもの置き

去り事故が全国で発生したこ

となどを受け、送迎バス内で

の園児の置き去りを防止し、

保護者が安心して子どもを預

ける環境を保持するため、送

迎バスの運行を実施している

市内にある民間の保育所、認

定こども園及び小規模保育施

設に対して、安全装置の設置

に係る費用を補助する。 

送迎バスの運行を実施してい

る民間施設３園に対し、安全

装置の早期の設置を求め、そ

の設置費用に対する補助を行

った。 

167 

保育所・認

定こども園

等の給食費

無償化事業 

市内外・公立民間を問わず、保

育所、認定こども園及び幼稚

園に通う 3 歳児から 5 歳児の

子どもの保護者に対し、3 ヶ

月分の給食費（主食費及び副

食費）を無償化する。 

保育所、認定こども園及び幼

稚園に通う 3～5 歳児の子ど

もの保護者に対し、令和 5 年

10 月～令和 6 年 2 月分まで 5

ヶ月間の給食費の無償化を行

うことにより、子育て世帯の

経済的な負担軽減を図った。 

168 

保育所・認

定こども園

等 の 給 食

費・光熱費

に係る物価

高騰支援事

業 

食材費や光熱費等の高騰など

により経費が高騰しているな

か、保護者負担を抑制しつつ、

栄養バランスや量を確保した

給食の提供を含めた事業運営

を支援するため、市内にある

民間の保育所、認定こども園

及び小規模保育施設に対し、

給食費や光熱費に係る増加分

の一部の費用を補助する。 

食材費や光熱費の高騰に伴

い、市内にある民間保育所等

に給食の食材費と光熱費の補

助を行うことにより、保護者

負担の増加を抑え、栄養バラ

ンスや量を確保した給食の提

供を支援した。 

190 
学校給食費

無償化事業 

保護者の経済的負担の軽減を

目的として、学校給食費を令

和 6 年 1 月～3 月分までの間

を無償とする 

全児童生徒の保護者に対し

て、経済的負担を軽減するた

め、令和 6 年 1 月～3 月分の

学校給食費を無償とした。 

191 

大阪狭山市

給食費物価

高騰対策事

業 

原油価格や電気・ガス料金を

含む物価の高騰の影響を受け

た保護者の負担の軽減を、き

め細やかに実施することを目

的とし、保護者の経済的な負

担軽減を行う。 

物価高騰額相当分の金額につ

いて、大阪狭山市に在籍する

すべての児童生徒分を市が負

担することで、給食の質を担

保し、保護者の経済的負担軽

減を行った。 

 


